５．事務事業執行概要
令和元年度においては、「大阪21世紀の新環境総合計画」、「みどりの大阪推進計画」、「大阪府新農林水産業振興ビジョン」などの計画に基づき、「豊かな環境と安全安心な食を育む持続可能な社会」の実現に向け、「Ⅰ暮らしやすい、環境・エネルギー先進都市の構築」、「Ⅱみどり豊かで安全・安心な大阪の実現」、「Ⅲ活力ある農林水産業の振興」、「Ⅳ防災・危機管理対策の推進」の４つの観点から体系的に施策を進めた。

試験研究部門については、平成27年度に、「事業者・行政・地域社会に対して存在感のある研究所」を目指す地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所（以下、法人）の第２期中期目標を定め、これを達成するよう法人に対し指示を行った。

また、大阪府環境農林水産試験研究推進会議を通じて、法人と緊密な連携を進め、府域の特性に応じた調査研究・技術開発や成果の普及を図った。
Ⅰ　暮らしやすい、環境・エネルギー先進都市の構築
（エネルギー政策課）

　環境施策を総合的に推進するため、2050年のめざすべき将来像と施策の基本的方向性を定めた「2030大阪府環境総合計画」を策定した
エネルギー政策の推進については、「おおさかエネルギー地産地消推進プラン」に基づき、「再生可能エネルギーの普及拡大」、「エネルギー消費の抑制」、「電力需要の平準化と電力供給の安定化」に向けた各種事業等を着実に実施し、エネルギーの地産地消の一層の促進を図るとともに、脱炭素化時代の「新たなエネルギー社会」の構築に向け「おおさかスマートエネルギープラン」を策定した。

地球温暖化対策及びヒートアイランド対策については、「大阪府地球温暖化対策実行計画（区域施策編、事務事業編）」及び「おおさかヒートアイランド対策推進計画」に基づき、「大阪府温暖化の防止等に関する条例」による事業者指導など、事業活動における温室効果ガスの排出及び人工排熱の抑制等の対策を実施した。令和２年４月に法人に地域気候変動適応センターを設置し、府域での気候変動の影響に関する情報を収集・分析するとともに、既に生じ、また今後増大が予測される気候変動の影響に対処するため、府域内の多様な関係者と連携・協力して気候変動適応策を推進した。
環境保全に関する知識の普及その他環境保全の推進については、環境配慮行動を推進するため、「おおさか環境賞」の表彰や、「豊かな環境づくり大阪府民会議」における事業者や団体等と連携した啓発事業等を行った。
（循環型社会推進室）

「大阪府循環型社会形成推進条例」や平成28年度に策定した「大阪府循環型社会推進計画」（目標：令和２年度）に基づき、廃棄物の「リデュース・リユース」、「リサイクル」及び「適正処理」の推進に取り組むとともに、ウェブサイト等でごみの減量化やリサイクルの促進についての情報提供を行う他、新たにプラスチックごみの削減を推進するなど、府民、事業者、市町村といった各主体の取組みをさらに促進した。
「リサイクル」の推進については、条例に基づく「大阪府リサイクル製品認定制度」を運営し、リサイクル事業者を育成するため認定製品の普及を行った。

「リデュース・リユース」の推進については、事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者（多量排出事業者）から提出される処理計画・実施状況報告の内容を確認し、公表することにより、事業者の自主的な減量化への取組み等を促進した。
「適正処理」の推進については、市町村等の一般廃棄物処理施設の整備及び維持管理に係る指導監督を行った。

さらに、産業廃棄物の排出事業者や処理業者等への立入検査による指導監督を行うとともに、産業廃棄物の不適正処理を未然に防止し、早期に発見・是正していくため、監視パトロール、立入指導などを行った。PCB廃棄物については、適正な保管及び処理を推進するため、保管事業者等への指導を行うとともに、庁内で保管しているPCB廃棄物の計画的処理を行った。

（環境管理室）

「大気環境の保全」については、「大気汚染防止法」（以下「大防法」という。）に基づき、大気の汚染の状況を常時監視するとともに、大防法及び「大阪府生活環境の保全等に関する条例」（以下「生環条例」という。）に基づき、光化学スモッグ予報・注意報等を発令し、緊急時対象工場に対してばい煙等の排出量の減少について協力の要請をした。また、大防法及び生環条例に基づき、微小粒子状物質（PM2.5）の発生要因のひとつである燃料等の燃焼に伴い発生するばいじん等について規制基準遵守の徹底を図るとともに、建築物等の解体等による石綿の飛散防止の規制・指導を行った。

「自動車排出ガス対策」については、「大阪府自動車NOｘ・PM総量削減計画」に基づき諸施策を実施するとともに、アイドリングストップ、エコドライブなどの普及啓発やエコカーの普及促進を行った。

「騒音・振動対策」については、自動車騒音、航空機騒音及び新幹線騒音の環境基準達成状況を把握し、必要な対策を促進するとともに、市町村に対し、測定・評価方法及び結果分析など必要な技術的支援を行った。
　「水環境の保全」については、「令和２年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」に基づき、関係機関と連携して府内の公共用水域及び地下水の水質測定を行うとともに、環境審議会の答申を受けて「2021年度公共用水域及び地下水の水質測定計画」を作成した。さらに、海洋プラスチックごみ対策等を推進するため、環境審議会の答申を受けて「海岸漂着物等対策推進地域計画」の見直しを実施した。
「有害化学物質による環境リスクの低減・管理」については、「化学物質排出把握管理促進法（PRTR法）」に基づく特定の化学物質の環境への排出量等の把握・届出指導を行い、生環条例に基づく化学物質管理計画の策定・届出や化学物質の取扱量等の届出指導を行うなど、事業者による化学物質排出量の削減等の自主管理を促した。

「地盤環境の保全」については、土壌汚染による府民の健康影響の防止を図るため、「土壌汚染対策法」及び生環条例に基づき土地所有者等が行う土壌汚染状況調査や汚染の除去等の措置に対する指導等を行うとともに、土壌汚染対策法施行規則の改正を踏まえ、令和２年10月に生環条例施行規則の改正を行った。
また、生環条例について、制定から25年が経過しており、条例の施行状況や府域の環境の状況等を踏まえた規制内容の見直しについての検討を行った。特に建築物等の解体に伴う石綿飛散防止については令和２年６月の大気汚染防止法の改正に伴い、同法との整合を図る必要が生じたことから、優先的に検討を行い、令和３年２月議会に条例改正案を提出し改正した。
「環境影響評価」については、「京都府環境影響評価条例」に基づく枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域処理施設整備事業の準備書について、環境保全上の見地から、京都府知事に対して大阪府知事意見を述べた。
「大阪府公害審査会」については、知事の附属機関として、騒音振動等の公害に係る紛争についての調停を行った。

（動物愛護畜産課）
　　「野生鳥獣の保護・管理」に関して、平成29年３月に策定した「第12次鳥獣保護管理事業計画」に基づき、鳥獣保護区の指定、傷病鳥獣の保護等を行うとともに、農林業被害を与えるシカ･イノシシについては「シカ管理計画」及び「イノシシ管理計画」に基づき、個体数の管理を行った。

　また、狩猟免許試験の実施や狩猟の取り締まりなど、狩猟の適正化を図った。

「動物の愛護及び管理」については、「動物の愛護及び管理に関する法律」、「大阪府動物の愛護及び管理に関する条例」及び平成26年３月に改定した「大阪府動物愛護管理推進計画」に基づき、動物取扱業者への指導等や府民へ動物の適正飼養について普及啓発を行うとともに、引き取った動物の保護、収容及び譲渡を行った。
　また、動物愛護管理センターの取組みに賛同する方から寄附を募り、基金事業として様々な事業を実施した。

Ⅱ　みどり豊かで安全・安心な大阪の実現

（みどり推進室）

「みどりの風を感じる大都市・大阪」の実現を目指し、森林の整備等により、自然環境の保全・管理を図るとともに、みどりの基金事業や建築物敷地等緑化促進制度による緑化誘導等により多様なみどりの創出に取り組んだ。

また、平成28年４月から徴収開始した森林環境税を財源として、森林防災対策事業を実施し、令和２年度からは更なる取組みとして豪雨による山地災害や猛暑から府民の安全・安心を守るため、森林防災・減災対策事業、都市緑化を活用した猛暑対策事業を実施した。

平成27年７月に施行した「大阪府土砂埋立て等の規制に関する条例」の適正な運用を図るとともに、平成27年５月に設置した府関係機関や市町村からなる「大阪府土砂埋立て等規制連絡協議会」の場を活用して合同パトロールや連携した指導を行い、条例の実効性を高める取組みを進めた。
Ⅲ　活力ある農林水産業の振興
（農政室）

「大阪府都市農業の推進及び農空間の保全と活用に関する条例」（以下「都市農業・農空間条例」という。）に基づいた、都市農業の担い手の育成及び確保を推進する「大阪版認定農業者制度」、農空間の保全と活用を推進する「農空間保全地域制度」、安全安心な農産物の生産及び供給を推進する「農産物の安全安心確保制度」の普及推進のため、平成29年８月に策定した「新たなおおさか農政アクションプラン」に掲げる各種施策に取り組んだ。
新型コロナウィルス感染症への対応については、農業者や市場への聞き取り等による影響把握に努め、「国産農畜産物供給力強靭化対策」をはじめとした経営支援や、出荷先が無くなった農産物の販路確保支援、府ホームページ等を通じた農業者支援策の情報発信等を行った。

農業の担い手の育成及び確保については、若手農業者の経営力向上を目的とした「農の成長産業化推進事業」や、大阪版認定農業者の経営計画の実現を支援する「認定農業者支援総合対策事業」を推進するとともに、企業や都市住民などの新規参入促進に加え、新規就農希望者の着実な就農に向けた研修の場を提供する「農業人材等参入定着サポート事業」の推進に努めた。また、障がい者の農業への就労促進のため、相談窓口である「ハートフルアグリサポートセンター」の運営や受入農家と福祉施設とのマッチングなどに取り組んだ。
また、官民連携のもと、スマート農業技術の導入を図るため「大阪府スマート農業推進協議会」を設置し、数値目標を定めた「スマート農業推進指針」を12月に策定した。この指針に基づき、実証モデル事業等を通じてスマート農業技術の普及に努めた。
農空間の保全と活用については、農空間保全地域において、農業者や府民とともに農空間を守り育てる取組みを一層強化しつつ、農道やほ場の整備などによる営農条件の改善などの取組みに加え、「都市農業・農空間条例」に基づき、地域の協議会による農地の利用促進計画である農空間づくりプラン策定やプランの実現に向けた支援等を行った。

農産物の安全安心の確保については、農薬の適正な取扱いの指導を行うとともに、減農薬や減化学肥料で栽培された農産物を「大阪エコ農産物」として認証し府民へのＰＲなどに努めた。
（動物愛護畜産課）

「畜産業の振興」については、家畜改良や価格安定対策、畜産物の普及推進により畜産農家の経営安定を図った。
また、安全・安心な畜産物の供給と生産性向上のため、動物由来感染症である高病原性鳥インフルエンザ及びＢＳＥなどの検査、府内で発生した豚熱への防疫対応、その他家畜伝染病の発生及びまん延防止に向けた取組みを行った。

（水産課）

平成27年４月に策定（令和2年5月一部改定）した「新・大阪府豊かな海づくりプラン」に基づき、広域的な漁場整備の推進、大規模な地震、津波等に備えた漁港・海岸整備や資源管理型漁業、栽培漁業の推進及び水域環境の改善、適正な漁業秩序の維持や「はま」の特徴を活かした漁業振興策など新プラン実現に向けた具体的な取組みを行った。

水産資源の持続的な利用の確保と水面の総合的な利用を図るため、「新たな資源管理システムの構築」、「生産性向上に資する漁業許可制度の見直し」、「養殖・沿岸漁業の発展に資する海面利用制度の見直し」などを柱とした改正漁業法が令和２年12月に施行された。これを受け、大阪府漁業調整規則や漁業許認可方針について、大阪海区漁業調整委員会への諮問・答申等の手続きを経て所要の改正を行った。

大阪府が管理する第1種漁港については、漁港漁場整備法に基づき市町への移管を進めているところであり、令和２年４月１日に高石漁港を高石市へ移管した。（一部施設については、補修工事完了後の令和３年度に移管予定）
（流通対策室）

生鮮食料品等の安定供給の推進については、地方卸売市場における取引の適正化に資するため、指導監督及び検査を必要に応じて行うとともに、府中央卸売市場については、指定管理者と連携して、健全な運営に努めた。
　災害救助用の食料備蓄については、主食である精米及び副食品として漬物の備蓄体制を整備した。
　食品ロス削減対策については、府域の食品ロスの発生の実態や課題等を踏まえ、「大阪府食品ロス削減推進計画」を策定した。また、安全で透明性、信頼性の高いフードバンク活動を推進するため、大阪府版の「フードバンクガイドライン」を作成した。
　大阪産(もん)の需要創出・販路開拓については、コロナ禍による飲食店の休業、観光客の急減等により影響を受けた大阪産（もん）・大阪産（もん）名品事業者を支援するため、「大阪産(もん)エールサイト」を新たに立ち上げ、事業者等の情報を集約して発信することで、応援購入や感染症対策実施店舗の利用促進を図った。またコロナ禍で在庫が増加するなどの深刻な影響が生じた府内産和牛肉をはじめとする農林水産物を小中学校給食等に提供することで、生産供給体制の確保を図った。コンビニ大手3社が連携した大阪産(もん)を使用した新商品の販売や駅構内での生産者応援マルシェの開催など、大阪産(もん)の販路拡大を支援した。６次産業化の推進については、大阪産（もん）６次産業化サポートセンターを設置し、相談対応や専門家の派遣、人材育成研修を実施するとともに、府内農林漁業者が多様な他産業とのネットワークを構築し、新たな6次産業化の取組みにつなげるための交流会を実施した。
　また、市町村や民間団体等が行う地産地消の推進や食文化の継承などの食育活動の支援を行った。
　府内産ワインの輸出拡大を目指し、醸造用ぶどうの生産拡大を図るとともに、海外ニーズをとらえた戦略的な販路開拓を支援した。
Ⅳ　防災・危機管理対策の推進
（みどり推進室・農政室・水産課・動物愛護畜産課）
南海トラフ巨大地震への備えとともに、「人命を守る」ことを最優先に、被害を最小化する「減災」の対策として、漁港海岸について防潮堤の液状化対策や排水機場設備の改修を行った。
ため池の防災・減災対策としては、平成27年度に策定した「大阪府ため池防災・減災アクションプラン」に基づき、老朽化したため池の整備や耐震性の診断を実施するとともに、市町村のハザードマップ作成を支援し、地域の安全安心の向上に取り組んだ。加えて、農業用ため池の管理及び保全に関する法律及び防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に係る特別措置法に基づき、府内のため池について、下流家屋や公共施設等に被害を与える可能性のあるため池を調査・整理し、データベース及びマップの作成、特定農業ため池や防災重点農業用ため池の選定を実施した。

また、山地災害対策として、治山ダム等の建設や流木となる可能性のある危険木の伐採・搬出等を行った。
さらに、平成30年度に発生した自然災害（地震・豪雨・台風）による農林水産業被害や風倒木被害等の早期復旧に向けた取組みを行った。

（農政室・水産課・動物愛護畜産課）
家畜、植物及び養殖水産動植物に有害な疾病等の発生予防及びまん延防止のために、高病原性鳥インフルエンザ等に対する防疫訓練やウメ輪紋ウイルスの発生状況調査、コイヘルペスウイルス病対策、貝毒対策等の取組みを推進した。
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